








































◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

新規重点
プロジェクト 課　名

 施　策　・　事　業
   （款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
前年度予算額

〇 防災対策推進事業 137,707 （事業内容）

（９－１－５） (41,844)

【特定財源】 国庫補助金（1/2）
県補助金（1/2,1/3)
県委託金
財産収入
諸収入

6,000
25,078

840
20,000

866

防災施設等整備事業 84,400 （事業内容）

（９－１－５） (0)

【特定財源】 国庫補助金（2/3)
県補助金（1/18）
市債

56,266
4,688

21,100

〇 漁港・海岸維持工事事業 30,953 （事業内容）

（６－３－３） (25,053)

【特定財源】 国庫補助金(2/3)
市債

3,600
1,300

75,641
（事業内容）

（８－５－３） (21,406)

【特定財源】
国庫補助金(1/2) 37,820

特定建築物耐震事業費助
成

15,678
（事業内容）

（８－５－３） (26,360)

【特定財源】 国庫補助金(1/2) 7,839

5①
危機

管理課

高台や津波避難ビルが近隣にない津波避難困難区
域における津波避難施設（津波避難タワー）の整備
・整備箇所　1か所（駿河区西島）
・収容人数　540人（床面積270ｍ）

５防災都市　①災害対応力の強化と危機管理体制の確立

内　　容　　等

5①
5②

危機
管理課

災害対策に係る一般事務
◎・緊急情報防災ラジオ普及促進事業
◎・丸子川他３河川洪水ハザードマップ作成事業
〇・防災マップ更新事業
   ・津波避難誘導設備設置事業　ほか

5①
水産

漁港課

漁港、海岸保全施設等の維持管理及び修繕工事
〇・用宗漁港海岸養浜事業
　 ・用宗漁港海岸整地
◎・由比漁港津波避難施設設置業務

5①
建築

指導課

要緊急安全確認大規模建
築物耐震事業費助成

昭和56年5月末以前に建築された、要緊急安全確認
大規模建築物の耐震診断、補強計画、補強工事の
費用に対する助成
・予定件数　補強工事　　2件

※「要緊急安全確認大規模建築物」とは、不特定多
数の者に危険が及ぶおそれのある、原則3階以上か
つ5,000㎡以上の建築物

5① 建築
指導課

昭和56年5月末以前に建築された、特定建築物の
耐震診断、補強計画、補強工事の費用に対する助成
・予定件数
耐震診断　　　1件
補強計画　　　2件
補強工事　　　1件

※「特定建築物」とは、多数の者に危険が及ぶおそれ
のある、原則3階以上かつ1,000㎡以上の建築物



◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

新規重点
プロジェクト 課　名

 施　策　・　事　業
   （款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
前年度予算額

内　　容　　等

〇 23,225 （事業内容）

（８－５－３） (6,235)

【特定財源】 国庫補助金(1/2) 11,612

（事業内容）
橋りょう整備事業 2,614,100

（８－２－５） (1,739,650)

【特定財源】 国庫補助金(5.5/10、1/2)
県補助金(3.4/10)
市債

1,144,600
27,600

1,1768,00

（事業内容）
河川構造物耐震・津波対
策事業
（河川改修事業）

90,000

（８－３－１） (90,000)

【特定財源】 国庫補助金(1/2)
県補助金(3.4/10)
市債

15,000
1,500

67,500

消防団員確保対策事業
（非常備消防管理運営事
業）

2,459 （事業内容）

（９－１－２） (2,459)

消防自動車等整備事業
（常備消防装備整備事業）
（非常備消防装備整備事
業）

428,200

（事業内容）

（９－１－３） (742,977)

救急課

【特定財源】 県補助金（定額、1/3）
諸収入
市債

30,386
125,240
263,300

5① 建築
指導課

ブロック塀等耐震改修事
業費助成

避難路沿いのブロック塀等の撤去及び緊急輸送路等
沿いのブロック塀等の改善にかかる費用に対する助
成
・予定件数
　撤去260件
　改善　 5件

5① 道路
保全課

国県道及び市道における橋りょうの耐震補強及び
補修事業
・（国）362号（安西橋）
・（県）入江富士見線（桜橋）　　ほか

5①
河川課

重要な河川構造物における耐震化
及び津波対策
・二級河川浜川水門耐震補強工事
　1基（嵩上げ工ほか）
・向島排水樋管耐震補強工事
　耐震補強工

5①
警防課

消防団員確保対策事業の更なる浸透・発展及び機能
別団員制度導入に向けた調整
・機能別団員制度導入に向けた調整
・広報活動の強化
　消防団のイメージアップのため、カラーガード隊の
　地域に密着したイベントへの出演
　静岡市消防団公式Facebookの活用
・制度の周知
　学生消防団活動認証制度及び消防団協力事業所
表示制度の周知のため、商工会議所及び学校への
説明会の実施

5①

財産
管理課

消防自動車等の更新
１　常備消防自動車等の更新
　・水槽付消防ポンプ自動車（I-B型）　　1台
　・消防ポンプ自動車（CD-I型）　　　　 　3台
　・高規格救急自動車　　　　　　　　　     1台
　・高規格救急自動車資器材　　　　　    1式
　・照明電源車　　　　　　　　　　　　　　　 1台
　・指揮車　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4台
　・指揮連絡者　　　　　　　　　　　　　　　 1台
  ・連絡車　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1台
　・原動機付自転車　　　　　　　　　　　　 4台
２　非常備消防自動車等の更新
　・消防ポンプ自動車（CD-I型）　　　　　 4台
　・小型動力ポンプ積載車　　　　　　　　  6台
　・小型動力ポンプ（B-3級）　　　　　　　  6台



◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

新規重点
プロジェクト 課　名

 施　策　・　事　業
   （款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
前年度予算額

内　　容　　等

消防団施設整備事業 172,088 （事業内容）

（９－１－３） (120,250)

(120,250) 【特定財源】 市債 167,800

（事業内容）

（８－２－３） (8,098,932)

【特定財源】 国庫補助金(5.5/10)、
1/2、4/10、1/3)
県補助金(3.4/10）
諸収入
市債

1,244,280

68,550
21

5,302,000

（事業内容）

（８－２－３） (2,025,133) 【特定財源】 県補助金（3.4/10)
市債

211,500
2,252,500

5①
財産

管理課

分団本部・支部庁舎の建設
・静岡第25分団（駿河区広野）
　建設、解体工事
・静岡第31分団（駿河区谷田）
　建設、解体工事
・清水第19分団（清水区河内）
　建設、解体工事
・清水第16分団（清水区承元寺町）
　測量、地質調査、設計、用地取得
・清水第16分団（清水区興津本町）
  地質調査、設計
・静岡第27分団（葵区牧ケ谷）
　測量、地質調査、設計、用地取得

3③
道路

計画課

国直轄道路事業負担金 2,475,000 国直轄道路事業に対する市の負担金
・（国）1号
・（国）52号

1①
1③
2①
3③
4③
5①
6②

道路
計画課

道路新設改良事業 6,970,389 道路新設改良事業
・（国）150号（静岡バイパス、久能拡幅）
・（主）井川湖御幸線（下～松富上組）
・（主）清水富士宮線（庵原～伊佐布）
・（主）山脇大谷線（小鹿～宮川）
・（県）三ツ峰落合線
・羽衣海岸線
・城内1号線
・JR草薙駅北口周辺交通環境改善事業
・道の駅整備事業　　　　　　　　ほか



◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

新規重点
プロジェクト 課　名

 施　策　・　事　業
   （款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
前年度予算額

内　　容　　等

（事業内容）

（８－５－９） (80,000)

【特定財源】
国庫補助金(1/2) 43,579

（事業内容）

（８－２－２） (889,490)
【特定財源】 負担金

国庫補助金(5.5/10、1/2)
県補助金(3.4/10)
市債

3,7325
397,830
8,100

347,900

（事業内容）

（８－２－４） (2,130,600)

【特定財源】 交通安全対策特別交付金
国庫補助金(5.5/10,1/2)
諸収入
市債

360,000
496,000

16
398,900

（事業内容）

（９－１－５） (30,000)

【特定財源】 県補助金(1/3) 6,666

5①
6②

道路
保全課

道路自然災害防除事業 989,860 国県道及び市道における道路法面対策及びトンネル
対策
・（国）150号（新日本坂トンネル）
・（主）南アルプス公園線（葵区口坂本）
・（県）三ツ峰落合線（葵区落合）　ほか

5①
建築

指導課

狭あい道路拡幅整備事業 87,159 狭あい道路（4m未満の道路）の拡幅整備及び指定道
路図管理システム運用経費
・予定件数
　境界確定のための測量等委託　 41件
　ブロック塀等の撤去費用等助成  42件
　道路拡幅用地の舗装修繕　　　　 45件

5①
危機

管理課

感震ブレーカー設置助成 20,000 地震発生時の通電火災を防止するため、電力供給を
遮断する感震ブレーカーの設置費に対する助成
・補助金額　既存住宅：設置費用の2/3
(上限額2万５千円）
新築住宅：一律１万円

4③
5①

道路
保全課

交通安全施設整備事業 1,385,550 国県道及び市道における歩行空間、自転車道の整備
・自転車走行空間の整備
・道路案内標識など交通安全施設の整備
・無電柱化の整備




